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都市財政の拡充強化について 
 

 

 真の分権型社会の実現の基礎となる都市税財源の拡充に向けて、下記のとおり措置を講じる

よう要望する。 

 

記 

 

１．国・地方間の税源配分の是正について 

  現状における国・地方間の税の配分は６：４である一方で、地方交付税、国庫支出金等に

よる財源移転後の税の実質配分では３：７となっており、依然として大きな乖離がある。 

  ついては、消費税、所得税、法人税など複数の基幹税からの税源移譲を早期に行い、国・

地方間の税の配分をまずは５：５とすること。 

  さらに、国と地方の新たな役割分担に応じた税の配分となるよう、地方税の配分割合を高

めていくこと。 

  また、地方公共団体間の財政力格差の是正については、地方税財源拡充の中で地方交付税

等も含め一体的に行うこと。 

 

２．事務移譲に伴う地方税財源の確保について 

  国において施策を実施し、又は施策の拡充を行う際には、人件費など事務費用を含めた全

額を国の負担とし、地方に財政的な負担や事務手続き上の過大な負担が生じることのないよ

うにすること。 

  また、地方への事業の移管を検討する場合には、必要な財源を税源移譲により確実に措置

することとし、国の都合により施策を変更する際には、地方に新たな負担が生じないように

制度設計すること。 

 

３．地方固有の財源である地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止について 

 (1) 地方交付税は、地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的とした総額の一方

的な削減は決して行うべきではない。 

   地方交付税総額については、地方の財政需要や地方税などの収入を的確に見込むことで、

必要額を確保すること。 

   地方の保有する基金の増加や現在高を理由とした地方財源の削減は、決して行わないこ

と。 

   地方の歳出削減努力によってもなお生ずる財源不足の解消は、地方交付税の法定率の引

上げによって対応すべきであり、臨時財政対策債は速やかに廃止すること。 
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 (2) 歳出の効率化を推進する観点から平成２８年度に導入されたトップランナー方式につ

いては、地方の業務見直し期間や実情を考慮し、対象となる項目の導入や経費水準の算定

を慎重に進めること。 

   なお、地方財政計画においては、トップランナー方式に着目した減額は今後とも行わな

いこと。 

 (3) 地方財政の予見可能性を向上させ、地方自治体が計画的な財政運営を実施できるよう、

地方とともに「中期地方財政ビジョン」を早期に策定すること。 

   また、地方交付税を国の特別会計に直接繰り入れ等を行う「地方共有税」構想を早期に

実現すること。 

 (4) 消費税率の引上げ分を財源に実施される、社会保障の充実及び幼児教育の無償化等の人

づくり革命に向けた取組みに伴う新たな地方負担については、確実に措置するとともに、

国・地方の基礎的財政収支（プライマリー･バランス）の改善目的のために、地方固有の

財源である地方交付税が削減されることのないよう十分配慮すること。 

 (5) 合併市町村における円滑な行政運営と計画的な地域振興を図るため、合併時点では想定

されていなかった財政需要について平成２６年度算定から見直しが実施されたが、引き続

き行政運営の実態に即したものとなるよう地方自治体の意見を聞きながら、着実に見直し

を進めること。  

 (6) 基準財政需要額の算定に当たっては、必要な一般財源が基準財政需要額に正確に反映で

きるよう単位費用を設定するとともにその単位費用の算定方法等詳細を明示すること。 

 

４．国庫補助負担金の改革について 

 (1) 国と地方の役割分担の見直しを行った上で、国が担うべき分野については、必要な経費

全額を国が負担するとともに、地方が担うべき分野については、国庫補助負担金を廃止し、

所要額を全額税源移譲すること。 

 (2) 税源移譲されるまでの間、地方が必要とする総額を確保するとともに、事業規模や使途

に関する要件の緩和、予算流用への弾力的対応、事務手続の簡素化など、地方にとって、

自由度が高く活用しやすい制度とすること。 

 (3) 国が負担すべき経費の支出時期や額によっては、資金不足に陥る可能性があることから、

地方の財政運営に支障が生じることのないよう、全ての国庫補助負担金について概算払い

制度を導入すること。 

 

５．地方債の借入条件等の改善と補償金免除繰上償還の実施について 

  地方債のうち公的資金について、借入条件を改善し安定的に確保すること。補償金免除繰

上償還については、対象団体の拡大や対象要件の緩和を図り、改めて実施すること。地方債
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の償還期間については、施設の耐用年数に応じた弾力的運用を行うこと。 

  また、公共施設等の適正管理の推進に係る地方債については、老朽化対策等の課題が生じ

ている全ての施設を対象とするとともに、恒久的な措置とすること。 

  特に、令和２年度までとされている市町村役場機能緊急保全事業に係る地方債について、

継続するとともに、事業要件の緩和、公的資金による借入が可能となるようにすること。 

 

６．固定資産税の安定的な確保について 

  税源の偏在性が小さく、住民税と同様に基礎的行政サービスの提供を安定的に支える上で

極めて重要な基幹税目であるため、今後も公平かつ簡素な税制を目指すとともに、その安定

的な確保を図ること。 

  特に、償却資産にかかる税収は市町村全体で約１．７兆円（固定資産税収全体の約１８．

７％）と大きく、その減収は安定的な行政サービスの提供に多大な支障を及ぼすことから、

償却資産に対する固定資産税の制度を堅持すること。 

  なお、国の経済対策の一環として導入された償却資産に係る設備投資の特例措置について

は、今後、対象範囲の拡大や期限の延長、類似の特例措置の創設等は行わないこと。 

 

７．税負担軽減措置等の整理合理化について 

  地方税の税負担軽減措置及び国税の租税特別措置の一層の整理合理化を進めること。 

  特に、新築住宅に係る固定資産税の減額措置を含め、固定資産税・都市計画税の非課税、

課税標準の特例、減額措置等については、抜本的な見直しを行うこと。 

 

８．ゴルフ場利用税の存続について 

  ゴルフ場利用税については、ゴルフ場所在地におけるゴルフ場周辺の道路整備、環境整備

等の財政需要に要する貴重な財源であることから、現行制度を維持・存続すること。 

 

９. 消防救急無線のデジタル化に係る財政支援の拡充について 

  消防救急無線については、平成２８年５月３１日までに通信方式の変更（デジタル化）が

完了したが、このデジタル化に伴う維持管理費用が発生し、継続的に多額の負担が必要とな

ることから、消防救急無線のデジタル化に係る維持管理費用について財政支援を拡充するこ

と。 

 

10．自動車関係諸税における市町村税財源の確保について 

  平成３１年度与党税制改正大綱において、自動車関係諸税について、中長期的な視点に立

って検討を行うとされたが、その課税のあり方の検討に当たっては、自動車に係る行政サー
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ビス等を踏まえ、市町村に減収が生じることのないよう、安定的な税財源を確保すること。 

 

11．地方法人税制度の運用について 

  法人住民税法人税割の税率を引き下げ、地方法人税の全額を地方交付税の原資とする地方

法人税制度の運用に当たっては、地方交付税総額の不足に対する確保策とせず、地域間の税

源偏在性の是正及び財政力格差の縮小という創設の目的から外れることのないようにする

こと。 

 

12. 過疎対策事業債について 

  過疎対策事業債については、過疎地域の増加や対象施設の拡充により、各自治体において

認められる金額が制限されており、過疎地域の自立促進を図るための事業を着実に実施でき

るよう必要額を確保すること。 

  また、各地で発生した災害や東京五輪開催の影響で建設需要が高まり、公共工事の入札不

調が発生するなど、期限までに事業を完了するのが困難な状況となっており、適用期間を延

長し、適切な事業期間を確保すること。 

 

13．施工時期等の平準化のための柔軟な財源措置について 

  公共工事の施工時期等の平準化を促進するため、工期が複数年度にわたらない工事におい

ても、工事発注平準化を目的とした補助事業及び交付金事業への国庫債務負担行為の設定や、

早期かつ柔軟な繰越承認を行うこと。 

 

14．合併推進債の適用期間の再延長について 

  合併推進債については、東日本大震災の教訓により耐震化や災害対策強化といった新たな

課題が生じたことから、平成２４年に合併特例債とともに適用期間が５年間延長された。そ

の後も災害発生による事業の延期や見直し、建設需要の高まりに伴う経費の高騰や人材不足

に伴う入札不調等により、大幅な事業の遅れが生じている実情を踏まえ、適用期間を再度５

年間延長した合併特例債と同様に、合併推進債についても適用期間を再度５年間延長するこ

と。 

 

15．緊急防災・減災事業債について 

  令和２年度までとされている緊急防災・減災事業債については、地方の実情に応じた防

災・減災対策の一層の推進が必要とされるため、継続すること。 

  なお、近年の大規模災害を踏まえ、広域的な消防体制や自治体間の連携などの取組みを国

が推奨していることから、災害時の防災拠点施設として適地と認められる場合は、庁舎等の
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現地建替えなど対象事業を拡大すること。 

 

16．会計年度任用職員制度の施行に伴う財政措置の充実等について 

  会計年度任用職員制度の施行に向け、全ての地方公共団体が法改正の趣旨を踏まえ、円滑

に移行できるよう、期末手当や退職手当等、新たに発生する手当や適切な給与を支給するた

めの財源を確実に確保するとともに、給与システムの改修等制度導入に伴い必要となる経費

について十分な財政措置を講じること。 

  また、特別職の非常勤職員の任用については、地域の実情を踏まえた柔軟な運用ができる

ようにすること。 
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地方創生の推進について 
 

 

 地方創生の取り組みを積極的に推進するため、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．地方自治体への支援について 

 (1) 今後の地方創生施策の展開に当たっては、地方が創意工夫による取り組みを積極的に進

めることが出来るよう、国は様々な支援を行うとともに、必要とされる財源を確保するこ

と。 

 (2) 支援制度の活用に当たっては、大きな事務的負担が発生することがないよう、事務手続

きにおける負担の軽減措置を講じること。 

 (3) 地方における深刻な人手不足を背景に、新たな外国人材の受入れに関する在留資格「特

定技能」が創設されたことなどを踏まえ、国において「外国人材の受入れ・共生のための

総合的対応策」が示されたところであるが、今後増加する外国人材の受入・共生に関する

施策については、国において主体的に実施されるとともに、地方自治体がその事務の一部

を担う場合は、地方自治体の取組に対し、財政措置を含めた必要な支援を講じること。 

 

２．地方創生推進交付金について 

  地方創生推進交付金については、地方が独自の発想のもと、地方創生に積極的かつ安定的、

継続的に取り組めるよう、補助率や上限額を見直すとともに、対象事業費の制約を大胆に排

除した交付金とすること。 

 

３．地域間の連携に対する支援について 

  地方自治体が、定住自立圏や連携中枢都市圏などの地域間の連携に積極的に取り組んでい

けるよう、十分な財政措置や国庫補助の採択など支援の強化を図ること。特に、地方交付税

による財政措置では、交付額が不明瞭となるため、交付金等より明確な財政措置を講じるこ

と。 

 

４．国の役割について 

  地方創生を実現するため、地方の人口減少の歯止めや、東京一極集中の是正、また、外国

人材が大都市圏等へ集中して就労することとならないようにするための必要な措置など、国

が自ら果たすべき役割は極めて大きい。そのため、市町村が地方創生に全力で取り組む一方

で、国においてもその役割を明確にするとともに、実効性のある施策を主体的に実施してい

くこと。 
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社会保障・税番号制度の円滑な運用について 
 

 

 社会保障・税番号制度の円滑な運用を図るため、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．制度の運用に必要な情報提供及び調整・協議について 

  情報連携に関する省令や制度運用における詳細な情報など、社会保障・税番号制度の円滑

な運用のために地方公共団体が必要とする情報を速やかに提供すること。 

  また、本制度の改正に当たっては、この制度が地方公共団体の実施している事務にきわめ

て重大な影響を及ぼすことから、国は迅速に地方公共団体へ情報を提供するとともに、地方

公共団体の意見が反映されるよう十分な調整・協議を行うこと。 

 

２．本制度に関する周知・広報について 

  本制度に関する国民の不安を払拭し理解を得るとともに、マイナポータル、情報連携又は

マイナンバーの利用拡大について、混乱が生じることのないよう、国の責任において十分か

つ丁寧な周知・広報を行い、自治体の広報に係る費用の負担軽減を図ること。 

 

３．個人情報保護対策の強化について 

  情報連携やマイナンバーの利用拡大に当たっては、個人情報保護の観点から、情報セキュ

リティの万全な確保について、引き続き国の責任において取り組むこと。「社会保障・税番

号制度」は、特に、全国一律に高い水準での対策を求められることから、地方公共団体の状

況に応じた適切な助言など積極的な支援を行うこと。 

 

４．地方負担に対する財政措置について 

  本格運用開始後もデータ標準レイアウトの改版が頻繁に行われている中、今後新たに情報

連携の対象となる事務の拡大も予定されているため、対応に係るシステム整備費が自治体の

財政負担となる。加えて、自治体中間サーバーの次期システムの構築費用に係る委託への交

付金が増額されることから、これらのシステム整備費等に対して財政措置を講じること。 

  また、カードの円滑な交付及び適正な管理を進めるために地方公共団体が行う事業につい

て、地方負担が生じないように所要額全額に対して財政措置を講じること。 
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地域防災体制強化のための施策の充実について 
 

 

 地域防災体制を強化するため、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．財政的支援の拡大について 

  県における地震に関する防災アセスメント調査及び津波防災地域づくりに関する法律に

基づく福岡県津波浸水想定区域による被害想定を踏まえ、市町村が早急に対策を講じること

ができるよう、財政的支援を拡大すること。 

 

２．原子力災害対策について 

 (1) 避難計画の実効性を高めるため、避難対策や防護対策の充実・強化に対する支援及び協

力体制を確立すること。 

 (2) 施設の放射線防護対策や、避難所における資機材等の充実など、自治体が実施する原子

力防災対策について、自治体の意向を踏まえた交付金制度の充実及び弾力的な運用を図る

こと。 

 

３．学校施設の整備に係る補助の拡充について 

  国においては、平成２３年７月７日付けの緊急提言「東日本大震災の被害を踏まえた学校

施設の整備について」に示された内容を市町村が早期に実施できるよう、補助対象の拡大、

補助率の拡充を行うこと。 

 

４．市町村の防災対策事業に係る財政措置の拡充について 

 (1) 市町村が避難所のバリアフリー化、福祉避難所の整備や避難所として必要な備品・備蓄

等の調達等を早期に実施することができるよう補助事業の創設など財政措置の拡充を行

うこと。 

 (2) 市の防災拠点施設となる庁舎や防災センター等の施設を対象とした、新設・建替え・耐

震化などに対する補助金を拡充すること。 

 

５．液状化対策に係る財政支援について 

  災害時に液状化が懸念される地域の調査や住民への周知、地盤改良など、液状化対策を推

進するにあたっての必要な財政支援を市町村に対して行うこと。 
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６．災害に係る周知のシステムの再構築について 

  災害の可能性を迅速かつ正確に把握するための災害関連機器を設置し、周知のためのシス

テムを再構築すること。 

 

７．自主防災組織の機能強化のための施策の拡充について 

 (1) 自主防災組織の組織率向上のための更なる施策の充実を図ること。 

 (2) 自主防災組織の中心的な役割を担い、長期にわたって活動に従事できる人材育成のため

の施策を講じること。 

 

８．自衛隊の配備体制等の見直しについて 

  自衛隊は国土の防衛はもとより、大規模災害時における派遣など、地域の安全・安心の確

保に重要な役割を担っている。また、地域経済や地域社会、まちづくり等にも大きな影響を

与えている。 

  よって、配備体制等の見直しに当たっては、地元自治体に速やかに情報提供を行うととも

に、地元自治体と十分協議調整を行うこと。 

 

９．消防団加入促進に向けた取組について 

  平成２５年に制定された「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」にお

いて、地域防災力の中核を担うのは、常備消防に加えて消防団であることが示されている。 

  しかしながら、近年の消防団の構成は、社会環境の変化に伴いサラリーマン化するなど、

全国的に消防団員の確保が困難な状況にあり、消防団員を確保するためには、行政及び地域、

地元の事業所などが一体となった取組が必要である。 

  ついては、消防団員が活動しやすい環境整備に加えて、消防団協力事業所及び消防団応援

の店事業をはじめとした福利厚生の充実並びに消防団員の準中型運転免許取得に係る費用

助成など、地方自治体が行う消防団員の確保を図るための様々な取組に対して、更なる財政

支援を行うこと。 

 

10．がけ崩れ等の災害対策に対する国による統一的な基準、制度づくりについて 

  民有地におけるがけ崩れについては、所有者が復旧、防災措置など、適切な管理を行うこ

とが原則であるが、個人の資力では対応できない状況や、所有者が直ちに判明しない場合な

ど、迅速な対応が困難なケースも見受けられる。二次被害等を防ぐためにも、早期復旧や適

切な防災措置は重要であり、所有者が行うことが前提ではあっても、行政に一定の関与を求

める意見もある。しかしながら、現在のところ、特に民有地に対して行政がどのように関与

するのか明確な基準等がない。 
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  ついては、がけ崩れ等の災害対策に対して、国において全国的に統一した考え方や基準、

制度づくりについて検討すること。 

 

11．国庫補助対象災害復旧事業の工事期間延長措置等について 

  大規模な災害が発生した場合、公共土木施設災害並びに農地・農業用施設災害及び林道災

害においては災害復旧事業に長期の期間を要する。また、災害が続いて発生した場合には、

災害査定事務を査定期間内に終了させる必要があるため、前回の災害復旧事業の進捗に影響

を与えることとなる。 

  よって、災害が大規模な場合や災害発生が続いた場合、期間内での事業完了が非常に厳し

い状況となるため、完了までの事業期間を実情に応じて延長すること。 

  また、予算の繰越しに係る事務の更なる簡素化を行うこと。 
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学校教育の充実について 
 

 

 学校教育の充実強化を図るため、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．義務教育のあり方の検討について 

  中央教育審議会の答申（平成１７年１０月）の内容を十分尊重し、小・中・義務教育学校

の設置者である市町村の意向を十分尊重するとともに、市町村の権限と役割の拡大を推進す

ること（指定都市を除く）。 

 

２．教職員定数等の充実改善について（指定都市は除く（ただし、（３）①を除く）） 

 (1) 少人数学級の推進を含めて、学級編制基準の改定を着実に実施すること。また、少人数

学級実施に必要な教職員数には純増で対応すること。 

 (2) 少人数指導及び専科指導の充実について 

  ① 指導方法工夫改善の加配定数を基準内の定数となるよう、教職員配当基準を改善する

こと。 

  ② 指導方法工夫改善定数については、地方公共団体における少人数指導及び専科指導の

取組みに必要な配置を行うこと。 

  ③ グローバル化に対応した英語教育の充実に向けて、小学校への英語専科教員の配置の

更なる充実を図ること。 

 (3) 特別支援教育等の充実について 

  ① 市立特別支援学校における医療的ケア従事の看護師配置に対する補助金の増額など、

市立特別支援学校に対する財政的支援の拡充を図ること。 

  ② 特別支援学校において、地域の小・中学校等を支援するセンター的機能を十分に果た

すことができるよう、教職員の増員を図ること。 

  ③ 特別支援学校に通う児童生徒の早朝受け入れについて、必要な人的配置を行うこと。 

  ④ 特別支援学級における学級編制の標準の引き下げ・教員の複数配置など、配置基準の

改善を図ること。通級指導教室については、配置基準を明確にするとともに、基準を満

たすものについては確実に設置すること。 

  ⑤ 小・中・義務教育学校における発達障害等のある児童生徒に対して適切な対応を実現

するための教職員配置の充実を図ること。 

  ⑥ 障害種別に応じた教育を行うため、小・中・義務教育学校の特別支援学級について、

入級者が１人であっても、学級を設置すること。 
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  ⑦ 小・中・義務教育学校における特別支援教育支援員の配置に対し、普通交付税ではな

く補助金で財政措置を行うこと。 

 (4) 副校長、主幹教諭、指導教諭については、段階的に配置の拡充を行うこと。 

 (5) 生徒指導・進路指導等の充実について 

  ① 児童生徒支援のための加配教員の増員を図ること。 

  ② 専任補導加配教員の増員を図ること。学校の実情に応じて小学校・義務教育学校にも

配置できるよう基準を見直すこと。 

 (6) 小規模校等について 

  ① 小規模校の教職員配当基準及び学級編制基準を改善すること。特に、小規模中学校に

全教科の教員が配置できるよう教職員配当基準の見直しを行うこと。 

  ② 現在の学習指導要領の実施に伴う授業時間増に対応するため、９学級以下の中学校に

おける教職員配当基準の改善を図ること。 

  ③ 離島校や小規模校における複式学級の配置基準の改善を図ること。 

 (7) 学校統廃合時の激減緩和措置について 

   児童生徒数の減少による学校再編整備を行う場合には、事前・事後の取組の充実及び教

職員の激減緩和措置のため、教員定数の特別加配措置を講じること。 

 (8) その他の教職員の配置の充実について 

  ① 養護教諭の複数配置基準の改善を図ること。 

  ② 学校事務職員について、標準法に定める基準を満たす学校については複数配置を行う

こと。 

  ③ 食育の推進及び栄養指導・給食管理の強化を図るため、また、アレルギーを有する子

どもに対し教育的配慮を行うため、栄養教諭、学校栄養職員を全校配置とすること。 

  ④ 専任の司書教諭が配置できるよう定数上の措置を講じること。 

  ⑤ 専任のいじめ対策担当教諭を配置できるよう定数上の措置を講じること。 

  ⑥ 小学校・義務教育学校前期課程における初任者研修拠点校に非常勤講師を配置するこ

と。 

  ⑦ 日本語指導が必要な帰国子女・外国人児童生徒等に対する加配教員の増員を図ること。 

  ⑧ 個に応じた指導を行い学力・体力向上を図るため、非常勤講師を配置すること。 

  ⑨ 別室登校児童生徒対策のため加配教員の配置を行うこと。 

 (9) 不登校児童生徒対策のための適応指導教室への人的・財政的支援を行うこと。 

 (10) 情報教育の推進に向けて、加配教員の配置や研修制度の強化等を行い、指導者の充実

を図ること。 

 (11) 国の第２期教育振興計画の中で明記されている、学校運営協議会制度（コミュニティ・

スクール）の拡充と歩調を揃え、県においては施策としてリーダーシップを発揮されると
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ともに、国・県ともに財政的支援、人的支援を講じること。 

 (12) 中学校・義務教育学校の教育活動として位置付けられている課外活動「部活動」に対

する教職員の過重な負担の軽減を図る措置を講じること。 

 (13) 公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一部改正によ

り、小学校第１学年学級編制の標準が３５人に引き下げられたが、学校教育の更なる充実

を図るため、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律附則第２

項の規定に基づき少人数学級（３５・３０人学級）の早期実現を図ること。 

 

３．就学支援制度の充実について 

 (1) 生活困窮家庭が増加する中、義務教育の円滑な推進を図るため、就学援助制度について

は、生活保護基準見直しによる影響への対応を含めて、十分な財源措置を講じること。 

   また、低所得世帯を対象とした高校生等奨学給付金の拡充を図ること。 

 (2) (独)日本学生支援機構の育英奨学事業について 

  ① 能力がある者の奨学金貸与の希望に対応できるよう、事業の充実を図ること。 

  ② 大学生対象の奨学金制度の無利子貸与と有利子貸与の枠組については、奨学生の負担

増とならぬよう、成績条項を緩和し、無利子貸与枠の拡充に十分に配慮すること。 

 

４．私立学校に対する助成の拡充について 

  私立学校振興助成法に基づく私立高等学校及び私立幼稚園等に対する経常的経費の助成

は、生徒等の保護者の経済的負担の軽減及び教育環境の維持向上を図るために不可欠なもの

であり、私学教育の振興のためにも、助成額を増額すること。 

  併せて、十分な財政措置を講じること。 

 

５．食育の推進について 

 (1) 健康な心と身体を育むための食育推進体制の確立を図ること。 

 (2) 生活のリズムを整え、心身の健康を保つ「早寝、早起き、朝ごはん」の定着を図ること。 

 

６．日本スポーツ振興センターの災害共済給付について 

  災害共済給付の医療費の支給期間（１０年）を延長すること。また、生活困窮家庭の共済

掛金に係るセンターへの国庫補助について、必要な児童及び生徒に係る掛金全額に対する補

助ができるよう、充分な財源措置を講じること。 

 

７．スクールガードリーダーの配置について 

 (1) 文部科学省の「学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進事業」として実施され
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ているスクールガードリーダーの配置については、地域の見守り活動の定着を推進するた

めにも、県は国に事業実施の申請を行うこと。 

 (2) 事業実施については、毎年、新入生の入学時期にスクールガードリーダーが配置できる

ようにすること。 

 

８．スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置について 

 (1) 全ての中学校及び義務教育学校後期課程に配置の「スクールカウンセラー」の配置時間

の拡充を行うとともに、小学校及び義務教育学校前期課程にも「スクールカウンセラー」

の配置を新規に図ること。 

 (2) 不登校をはじめとする生徒指導上の課題解決のため、小・中・義務教育学校への「スク

ールソーシャルワーカー」の配置を図ること。 

 

９．学校給食費の公費負担(無償化)について 

  学校教育での基礎的経費である学校給食費については、保護者への教育費負担軽減のため、

公費負担（無償化）を念頭に置いた財政措置を講じること。 

 

10．学校教育における英語教育の強化について 

  学校教育における外国語活動、英語教育及び国際理解教育の推進に向けて、ＡＬＴ（外国

語指導助手）及びＣＩＲ（国際交流員）の派遣、ＪＥＴプログラム（語学指導等を行う外国

人招致事業）以外の民間事業者を活用したＡＬＴ、指導者の配置にかかる経費の財政措置の

拡充を図ること。 

  また、児童生徒の英語能力を客観的に検証する経費など英語教育環境整備に対する財政措

置を講じること。 

 

11．文部科学省関連の補助金、委託事業等について 

  学校教育に係る文部科学省関連の補助事業、委託事業等について、市町村の意見を聴いて

政策形成を図り、事業の実施、申請等を行うこと。 

 

12．市立、組合立高等学校等の施設及び教育活動の充実支援について 

  市立高校や組合立高等学校の継続的かつ安定的な運営を図るため、施設整備及び教育活動

に必要な財政措置を講じること。 

 

13．学校給食費公会計化システム導入推進について 

  「教職員の働き方改革」において、学校給食費の徴収業務に係る教職員の負担軽減が掲げ
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られており、これに伴う学校給食費公会計化システムの導入に当たり、必要な財政措置を講

じること。 
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学校施設整備等の充実について 
 

 

 学校施設の充実強化を図るため、下記の事項について特段の措置を講じること。 

 

記 

 

１．義務教育施設整備等の充実改善について 

 (1) 学校規模の適正化や安全で良好な教育環境の確保のため、市町村が自主的・計画的に義

務教育施設や学校体育施設等の整備に取り組むことができるよう、これらの学校施設整備

の事業量に見合う国庫補助予算額の確保及び必要な財政措置の拡充を図ること。 

 (2) 学校用地の取得費についての所要の財政措置を講じること。 

 (3) 学校教育におけるコンピュータ機器、電子黒板等ＩＣＴ機器及びその周辺機器整備に対

する財政措置の充実を図ること。 

 (4) 学校給食施設の新増築・改築については、学校給食法に基づく「学校給食衛生管理基準」

を踏まえ、学校給食施設整備費に係る国庫補助予算額の確保及び必要な財政措置の拡充を

図ること。 

   また、給食施設の一部改修や給食機器等の老朽化に伴う大規模な更新についても、所要

の財政措置を講じること。 

 (5) 学校施設の良好な教育環境を確保するため、大規模改造事業における空調設置工事につ

いて補助制度の拡充を図ること。 

 (6) 学校施設の老朽化対策として、今後、需要が高まることが想定される改築・長寿命化改

良事業について、補助率の引き上げ等、財政措置の拡充を図ること。 

 (7) 学校プールの改修に係る補助制度を新設すること。 

 (8) 学校施設整備事業の安定的な実施を確保するため、学校施設環境改善交付金等の国庫補

助について、前年度に計画申請したものは、原則として採択すること。 

   また、学校施設整備事業については、校舎改築を年度内で完了できるように、早い段階

（５月末まで）に交付決定をすること。 

 (9) 長寿命化改良事業で対応できない学校の改築のため、校舎・屋体改築等の補助制度につ

いて、市町村の財政状況等を踏まえ、引き続き充分な支援を行っていくこと。大規模改修

事業等では実際の工事に要する経費と国の予算単価に差異があり、地方公共団体の負担が

増加しているため、実情にあった予算単価の引き上げを図ること。 

 (10) 学校施設環境改善交付金を活用した施設の改修等について、障がい等のある児童生徒

が入学する前に施設整備を完了する必要があるが、年度当初の建築計画に反映することが

困難な事案については、可能な限り申請の受付時期を遅らせるか、事業実施後でも補助対
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象とできる等の措置を講じること。 

 (11) 児童生徒が安全に学校生活を送ることができるよう、学校のブロック塀等の点検に要

する費用、改修や撤去に要する費用等について、新たな補助制度の構築又は既存の制度

の拡充などを視野に入れた十分な財政措置を引き続き講じること。 
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地域福祉施策の充実・強化について 
 

 

 地域福祉施策を充実・強化するため、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．社会福祉協議会への助成制度の創設について 

  市町村からの助成のもとで運営されている社会福祉協議会は、今後、急速な少子高齢化が

進む中で、地域福祉の推進をはじめとする社会福祉施策の要として、より一層の充実、強化

が望まれているが、既に市町村の財政負担も大きなものとなっており、社会福祉協議会の安

定的運営を図るため、人件費、運営費等の助成制度を創設すること。 

 

２．認知症高齢者、精神・知的障害者等への支援拡充について 

 (1) 日常生活自立支援事業の拡大について 

  ① 当該事業を実効あるものにするためには、適切な支援計画を作成・指導する「専門員」

と日常的・直接的に援助活動を行う「生活支援員」の活動を充実させることが不可欠で

あり、利用状況や地域の需要に応じた人員の確保を可能とすること。 

  ② 当該事業の効果的運営モデルの研究推進を行うと同時に、市町村の運営費が過重負担

とならないよう今後とも財政的措置を講じること。 

 (2) 成年後見制度を利用する、収入のない被後見人が支払う後見人等への報酬への助成につ

いては、一層の財政的措置を講じること。 

 

３．生活保護制度の抜本的改革及び生活困窮者自立支援制度について 

 (1) 生活保護制度改正に係る具体的な運用及び生活困窮者自立支援制度における各支援事

業の運用に当たっては、国と地方の協議を継続しながら、地方の意見を十分に踏まえるこ

と。 

 (2) 生活保護は、本来国の責任において実施すべきものである。よって、国においては、生

活保護にかかる費用の国負担率を１０／１０にするよう、早期見直しを行うこと。 

 (3) 生活保護法第２９条に規定する調査に係る手数料は、国において全額費用負担すること。 

 (4) 扶養義務者の詳細な調査など、福祉事務所職員に過度の負担となるような制度変更を行

わないこと。 

 (5) 単身の生活保護受給者が死亡した場合、現行制度において家財処分費などは公費負担の
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対象とされていない。 

   原状復旧費用の負担に関しては、家主等が敷金等で賄いきれない事案が発生しており、

またこの傾向は高齢化の進展とともに増大することが予想されることから、借家における

家財処分費を生活保護費の支給対象に加えること。 

 (6) 生活困窮者自立相談支援事業費等負担金及び生活困窮者就労準備支援事業費等補助金

（旧セーフティネット支援対策等事業等）について、生活保護の事務を適正に実施するた

め各事業の実施は欠かせないものであり、地方自治体の財政運営は厳しい状況であること

を踏まえ、補助率を１０／１０に戻すこととし、対象となる事業の範囲についても従前の

基準とすること。 

 (7) 生活困窮者自立支援法第４条第１項にのっとり、生活困窮者自立支援にかかる必要な事

業が適正かつ円滑に行われるよう支援を行うこと。また、各自治体の実情に応じた効果的

かつ実効性のある事業が実施できるよう、自立相談支援事業については全額国庫負担とす

るなど、必要な財政措置を講じること。 

 (8) 生活保護受給者が保護の実施機関の管轄外のサービス付高齢者施設等へ転出した場合

は、保護の実施責任はその施設等の所在地を所管する実施機関が負うこととなるため、介

護保険の住所地特例と同様に従前の実施機関が保護の実施責任を負うよう制度改正する

こと。 

 (9) 近年の夏季の異常高温への対策として、平成３０年度から冷房器具の購入に要する経費

が生活保護費の支給対象となった。この冷房器具の効果的な利用を図るため、使用電気料

金相当分について「夏季加算」を創設すること。 

 

４．被災者再建支援策の拡充等について 

 (1) 「災害弔慰金の支給等に関する法律」について 

  ① 災害援護資金の貸付基準の緩和（車の被害も対象とする。）を図ること。 

  ② 災害援護資金の貸付限度額を引き上げること。 

  ③ 災害援護資金の所得要件の緩和を図ること。 

 

５．中国残留邦人等生活支援給付事業の財政措置の拡充等について 

  国においては、中国残留邦人等の生活支援給付事業費の国負担率を１０／１０にするよう、

早期見直しを行うこと。 

 

６．民生委員・児童委員の待遇等の改善について 
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 (1) 民生委員・児童委員の一斉改選の時期については、一律に定めるのではなく、地域の実

情に応じて定めることができるよう、早急に法律改正すること。 

 (2) 民生委員・児童委員等の待遇を改善するため、「活動費」の大幅な増額を行うのに必要

な財源措置を講じること。 

 

７．保護司会への活動分担費の増額について 

  主に国からの活動分担費により運営されている保護司会の活動は、今後、地域社会での連

帯感、教育力、犯罪抑止力の低下が予想されるなか、より一層の充実、強化が望まれるため、

国からの活動分担費を早急に増額すること。 
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障害者（児）の福祉増進について 
 

 

 障害者（児）の福祉増進に向けた関連施策を充実・強化するため、下記のとおり措置を講じ

るよう要望する。 

記 

 

１．施設・環境の充実等について 

 (1) 心身障害児(者)の療育施設及び発達障害者支援センターの整備促進を図ること。 

 (2) 障害者の就労を支援するための施設及び環境整備を促進すること。 

 (3) 児童発達支援に係る障害児通所施設の整備促進を図ること。 

 (4) 医療的ケアが必要な障害児（者）への短期入所や療養介護のための施設及び環境整備を

促進すること。特に、医療機関の医療型短期入所への参入を促進するため、障害福祉サー

ビス等報酬の改定に当たり、２０１９年度は全体でプラス改定となっているが、医療型短

期入所サービス費については大幅な増額改定を図ること。 

 

２．精神障害者施策について 

 (1) 在宅福祉サービスの充実について 

  ① 精神障害者の住居の確保に必要な措置を講じること。 

  ② 精神障害者の地域移行を図るうえで、一般賃貸住宅等への入居が困難な場合があるこ

とから、精神障害者の住居確保について、総合的な環境整備を図ること。 

 (2) 精神障害者及びその家族に対する偏見・差別を無くすよう、国民的啓発を積極的に行う

こと。 

 (3) 障害者総合支援法において、３障害を一体として必要な障害福祉サービスに係る給付そ

の他の支援を行うとしている。しかし、交通機関の料金割引サービスについては、従来か

ら身体障害者及び知的障害者のみに適用されており、一部、精神障害者への適用が開始さ

れたものの、依然として割引サービスの共通化が図られていない。早急に精神障害者に対

し、身体及び知的障害者と同様のサービス実施に向けての整備を図ること。 

 (4) 自立支援医療（精神通院医療）の利用者増加等に伴う申請受付事務の負担軽減を図るた

め、医療機関からの一括申請体制を整備するとともに、必要経費等の財源措置を講じるこ

と。 

 

３．発達障害児に対する支援について 

 (1) 保育所、幼稚園、認定こども園、放課後児童クラブにおける発達障害児への保育士等の

配置、施設整備基準の充実など、必要な支援措置を講じること。 
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 (2) 発達障害児の早期発見、早期療育のため、５歳児健康診査の実施に向けて法整備を図る

こと。 

 (3) 放課後等デイサービスの十分な交付税措置を図ること。 

 

４．障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）の充

実について 

 (1) 財政措置の充実について 

  ① 介護給付及び訓練等給付の障害福祉サービスについては、利用者に対して適切なサー

ビスを提供していく必要があるため、適正な国庫負担基準による十分な財政措置を講じ

ること。特に居宅系サービスについては、障害支援区分により定められた国庫負担基準

となっているため、他の障害福祉サービスと同様に実支給額を反映した基準に改めるこ

と。 

    また、６５歳以上の障害者は介護保険法でのサービスが優先されることとなるものの、

介護保険制度で不足する分の居宅介護サービスを障害者総合支援法に基づき給付する

場合、市町村の公費負担は年々増大していることから、適正な国県負担を行うこと。 

  ② 地域生活支援事業について、障害者へのサービスに地域間格差をなくし、積極的に事

業を実施できるよう、自立支援給付と同様に実績額を補助対象基本額として５０／１０

０の国庫補助を行うことにより、財政負担を適正化すること。 

  ③ 自立支援医療（更生医療）の生活保護世帯分については全額公費負担であるが、更生

医療に係る医療費は高額であり、特に、生活保護の医療扶助で対応可能であった人工透

析について、平成１９年度より更生医療での給付となったことにより、市町村負担分が

財政を圧迫している。 

    このため、生活保護の更生医療に係る医療費について、交付税措置を含む具体的な財

源措置を実施すること。 

  ④ 重度心身障害者（児）に対しタクシー料金の一部を助成することにより、日常生活の利便

と社会活動範囲の拡大をもって心身障害者（児）の福祉向上を図るため、福祉タクシー料金

の一部公費負担について必要な支援措置を講じること。 

 (2) 利用者負担について 

  ① 国の責任において、低所得者に配慮した一層の負担軽減策を講じること。 

  ② 現在の負担軽減策は複雑なため、利用者にわかりにくく、加えて市町村事務の繁雑さ

も招いているため、単純明快な制度として抜本的に改めること。 

  ③ 人工内耳について、補装具として位置づけるとともに、更新時においても健康保険を

適用できるようにする等、利用者負担の軽減を図ること。 

 (3) サービスの見直し等について 
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  ① 就労支援については、就労の場の確保及びジョブコーチなどによる就労環境の整備を

促進すること。 

  ② 児童とりわけ乳幼児期に係るサービスの見直し・検討に当たっては、その特性に十分

留意すること。 

 (4) 地域生活支援事業については、サービス内容や利用者負担等に市町村間で格差が生じて

いるため、全ての市町村が公平かつ効率的な事業を安定的に運営できるよう必要な支援措

置を講じること。 

 (5) 平成２４年４月の改正障害者自立支援法（現障害者総合支援法）及び改正児童福祉法の

施行により、平成２７年４月からは全ての利用者に対して、サービス等利用計画の作成等

が必須となったため、当該業務を実施する相談支援事業所が安定的に事業運営できるよう

制度的並びに財政的な措置を講じること。 

 

５．重度障害者医療制度について 

  認定基準や補助範囲が各都道府県で独自に設定され、市町村間でも独自助成等により格差

が生じているため、全ての市町村が公平かつ効率的な事業を安定的に運営できるよう、都道

府県単位ではない国としての制度を創設すること。 

 

６．手話言語法（仮称）の制定について 

  障害者の権利に関する条約や障害者基本法の趣旨を踏まえ、手話が音声言語と対等な言語

であることを広く国民に広め、きこえない子どもをはじめとする誰もが、手話を身につけ、

手話で学び、自由に手話を使うことができ、更には手話を言語として普及、研究することの

できる環境整備を目的とした「手話言語法（仮称）」を制定すること。 
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少子化対策・次世代育成施策等の充実・強化について 
 

 

 少子化対策・次世代育成施策等の充実・強化について、下記の措置を講じるよう、要望する。 

 

記 

 

１．保育行政の充実強化について 

 (1) 保育料徴収基準の見直しに当たっては、自治体や保護者の負担増とならないよう十分配

慮すること。 

 (2) 保育料の徴収率の向上及び保護者負担の公平性を確保していくため、保育料の収納事務

に加え、口頭や文書での納付催告による徴収事務の認可私立保育所への委託を可能とする

法整備を行うこと。 

 (3) 延長保育事業など、子ども・子育て支援交付金に関する財政措置の充実を図ること。 

 (4) 保育所定員増（新設含む）に伴う施設整備を行うための所要額を確保すること。 

 (5) 障害児保育について、対象を拡大し新たな財政支援を実施するなど、制度の拡充を行う

こと。 

 (6) 保育の質をより良好なものとするため、保育所の職員配置基準の改善及び職員の処遇改

善に必要な財源措置を図ること。 

 (7) 体調不良、食物アレルギー、障害のある子どもなど、一人一人の子どもの心身の状態に

応じた給食対応ができるよう、子どものための教育・保育給付費国庫負担金の調理員の数

に係る保育単価について、保育所の実態を踏まえた見直しを行うこと。 

 (8) 保育所等の更なる安全確保対策と保育水準の向上策を図ること。 

 (9) 乳幼児の健康・安全に配慮し、感染症予防対策強化を図るため、保育所の看護師の配置

促進を可能とする公定価格の見直しに加え、必要な財政措置の拡大を図ること。 

 

２．子ども・子育て関連３法に基づく子ども・子育て支援新制度の円滑な実施について 

 (1) 子ども・子育て支援新制度について、今後、制度の改正など所要の措置を講ずる場合に

は、国と地方との協議に基づいて実施するとともに、地方の負担を増加させることのない

よう、国が責任を持って、必要な財政措置を講じるとともに、市町村への支援体制を構築

し必要な支援を行うこと。 

 (2) 保育士確保のため、年度途中の待機児童に対応するための年度当初からの保育士雇用を

含む財政支援、保育士育成など、実効性ある対策を講じること。 

 (3) 施設型給付等に係る利用者負担の設定に当たっては、消費税増税による保護者の負担感

や多くの市町村が独自に軽減等を講じている状況を踏まえ、負担の軽減を図ること。 
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 (4) 特別な配慮を要する子どもに対する国の支援措置を講じ、地方自治体や施設の負担を軽

減すること。 

 (5) 子ども・子育て支援新制度における教育認定子どもに係る公定価格（地方単独費用部分）

の市町村の財政負担の軽減を行うこと。 

 (6) 人口減少社会における待機児童の解消は、全国的な喫緊の課題であり、その課題を解決

するためには、保育所の整備と保育士の確保は重要な取組である。 

  ➀ 保育士の賃金水準などの地域間の格差を調整する子ども・子育て支援新制度における

公定価格の地域区分は、必ずしも実情に即したものとは言えないことから、地域の実情

を踏まえた制度の見直しを行うとともに保育士給与の格差を是正するための補てんを

行うこと。 

  ② 施設整備費等に対する財政措置を講じること。 

  ③ 待機児童解消を目的に定員増を行った施設・事業所に対する公定価格の増額措置を行

うこと。 

 (7) 私立幼稚園が新制度へ移行することは任意となっており、平成２７年４月時点における

移行率が全国的に低い状況であることを踏まえ、今後、新制度へ移行する私立幼稚園につ

いても、みなし確認に準じて手続きを簡素化すること。 

 (8) 多子世帯の保育料軽減について、所得にかかわらず第１子年齢の上限を引き上げること。 

 (9) 教育・保育施設を利用せず、在宅で子育てを行っている保護者に対し、経済的支援を行

うこと。 

 (10) 認定こども園の普及・移行に際し必要となる施設整備の支援について、補助金の減額

は、事業者への適切な支援に支障をきたすため、あらかじめ地方から提出した量の見込み

の調査結果に基づき必要かつ十分な財源を確保すること。 

 

３．子ども医療制度について 

 (1) 認定基準や助成範囲が各都道府県で独自で設定され、市町村間でも独自助成等により格

差が生じており、転入出時に助成範囲の相違により戸惑う市民も多いため、 義務教育終

了までを対象に、国は子ども医療費の無料化制度を創設すること。 

 (2) 小児慢性特定疾病に該当しない慢性的な疾病により、長期の治療が必要な場合において

は、義務教育終了後から１８歳までを対象に、低所得世帯の医療費の負担軽減措置を創設

すること。 

 

４．不妊治療・不育症治療について 

  不妊に悩む夫婦の経済的負担を軽減するため、助成制度のある特定不妊治療（体外受精及

び顕微授精）や男性不妊治療も含め医療保険適用外の不妊治療について、保険適用とすると
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ともに、保険者負担の軽減のため、保険給付に係る全額について財源措置を講じること。 

  また、妊娠はするが、死産･流産を繰り返す不育症についても、医療保険の適用の拡大と

自己負担金の一部助成について早期に検討すること。 

 

５．放課後児童健全育成事業の充実について 

 (1) 法改正による４年生以上の受入れにおいては、十分な財政措置を行うこと。 

 (2) 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関して必要な財政措置の拡充を行うこと。 

 (3) 多子世帯等への利用料減免制度を創設し、財政措置を行うこと。 

 

６．児童虐待対応体制の強化について 

 (1) 児童相談所の体制及び専門性を計画的に強化するため、児童福祉司等の増員、並びに児

童福祉司としての社会福祉士の配置促進に係る所要の財政措置及び法整備を講じること。 

 (2) 市町村が在宅支援を強化し児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応に取り組むことが

できるよう、担当職員の配置に対する十分な財政措置を行うなど特段の配慮を図ること。 

 (3) 一時保護所の環境改善を引き続き推進すること。 

 

７．青少年による危険ドラッグ等乱用に対する規制強化について 

 (1) 危険ドラッグ等がインターネット販売等により、青少年の手に簡単に入らないための未

然防止策として、取締まりなどを継続して実施すること。 

 (2) 上記(1)に必要な地方厚生局及び警察組織の強化を図ること。 

 

８. 児童扶養手当法について 

  児童扶養手当法第１３条の３の規定に基づく一部支給停止措置については、受給者の負担

を増やし、事務が煩雑になっているだけで就労に繋がっていないため、その措置を廃止する

こと。 

 

９．児童家庭相談援助業務の実施体制の充実と専門性の向上について 

 (1) 市区町村子ども家庭総合支援拠点の運営に要する費用については、直営で行う場合の常

勤職員の給料も含めて、補助金による十分な財源の保障を行うこと。また補助基準額につ

いては、直営、委託による差異を廃し、同額とすること。 

 (2) 児童福祉法における家庭児童相談援助業務に係る児童福祉司の資格について、業務の質

に鑑み、社会福祉士などソーシャルワークに関する高い専門性を有することを要件とする

こと。 

 



27 

 

10．放課後子供教室の円滑な実施について 

  放課後子供教室の実施に必要な経費について、十分な財政措置を行うこと。 

 

11．子どもの貧困対策の推進について 

  国は、子どもの貧困対策の推進に対し、貧困削減の数値目標及び削減計画を策定するとと

もに、具体的な施策に取り組む市町村に対し、必要な財政措置を講じること。 
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文化財・近代化遺産に係る保護事業及び公的支援の拡充について 

 

 

 文化財保護・近代化遺産に係る保護事業及び公的支援の拡充を図るため、下記のとおり措置

を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．文化財保護事業の充実について 

 (1) 埋蔵文化財発掘調査における開発事業者等の調査費用負担が重大な問題となっている

ため、費用負担に関する法的根拠を明確にすること。また、国庫補助事業の適用範囲の拡

大及び所要額の確保を図ること。 

 (2) 出土遺物の保存管理費用の負担が重大な問題となっているため、出土遺物の収蔵施設に

対する所要額の確保を図ること。 

 (3) 文化財保護法で史跡の公有化を行った場合の課税が、平成１９年度の税制改正により納

税者負担増となったが、円滑な公有化のために今後、税制の新たな特例を設けること。 

 (5) 指定文化財の維持管理費用について、市町村の財政的負担が増大しているため、国庫補

助事業の適用範囲の拡大を図ること。 

 (6) 特に史跡等における公開・活用の充実を図るため、駐車場やガイダンス施設等の便益施

設の整備において規制の緩和及び財政的措置を講じること。 

 

２．近代化遺産の早急な保護対策の実施について 

 (1) 現状保存が困難な遺産の記録保存に対し、所要の財政措置を講じること。 

 (2) 遺産の公有化及び修復整備に対する財政措置を拡充すること。 

 

３．世界文化遺産等に係る公的支援の整備拡充について 

 (1) 文化財以外の世界文化遺産登録施設の保全に係る財源等の公的支援を拡充すること。 

 (2) 産業遺産について文化財保護法により保全を行う場合、企業等の事業活動に配慮するこ

と。 

 (3) 稼働中の産業遺産又はこれを含む産業遺産群の保全を行う場合、内閣官房を中心に関係

省庁による積極的な支援を行うこと。 
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まちづくり・地域経済の振興等について 
 

 

 まちづくり・地域経済の振興等について、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．地方拠点都市地域について 

  地方拠点都市制度については、平成４年に「地方拠点都市地域の整備及び産業業務施設の

再配置の促進に関する法律」が制定され、２０年以上経過し、経済や社会情勢の変化に伴い、

地域の実情に合わなくなってきている。そこで、指定されている地方拠点都市地域の現状や

課題を把握の上、国の様々な広域連携の推進策との関係を整理し、地方拠点都市制度の存廃

も含め、今後の方針・位置付けを明確にすること。 

 

２．法定外公共物譲与に係る財政措置について 

  国から譲与された法定外公共物の維持管理費について、財政支援措置を講じること。 

 

３．シルバー人材センターへの財政援助の強化について 

  我が国においては、今後より一層の高齢化の進展が予測される中、高齢者の生きがい就労

の機会確保のため、シルバー人材センターが担う役割は大きくなっている。 

  しかし、近年シルバー人材センター連合運営費等補助事業費が大幅に縮減され、地域経済

の低迷により受注件数や会員数が減少するなど、シルバー人材センターを取り巻く環境は依

然として厳しい状況にある。そのため、シルバー人材センターの安定的な運営に向け、国・

県による適切な財政措置を講じること。 

 

４．中心市街地活性化の推進について 

  中心市街地の活性化については、認定基本計画に基づく多様な取り組みを一体的に進める

ことで、当該市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上が図られるとともに、市町

村及びその周辺の地域の発展に寄与するものであるため、認定期間を過ぎた基本計画も次期

計画の認定までは同様の取扱いとするなど、制度の弾力的運用と基本計画掲載事業に対する

支援等の充実・強化を図ること。 

 

５．認可地縁団体にかかる制度の改正について 

 (1) 認可地縁団体の税負担の軽減について 

   認可地縁団体が資産を取得する際の、所有権移転登記に係る登録免許税を免除すること。 
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 (2) 認可地縁団体の重要事項決定方法の改善について 

   認可地縁団体において、重要事項を決定する際の総会の構成単位を個人から世帯に変更

すること。 

 

６．地域スポーツ環境の充実について 

 (1) スポーツ施設整備に係る助成について 

  ① スポーツ施設はスポーツ振興だけでなく、大規模災害時の避難施設の拠点となるなど

重要であることから、国は、スポーツ施設整備に係る補助事業について、市町村の意見

を聴いて耐震改修や大規模改築等を含む制度の充実を図ること。 

  ② 学校施設環境改善交付金（地域スポーツセンター）においては、野球場やテニスコー

トが交付の対象外であったり、交付算定基礎となる建築単価が低いなどの課題があるた

め、地方ニーズに応じた見直しを早急に行うこと。 

 (2) スポーツ振興くじ（toto）助成事業（地域スポーツ施設整備助成）の補助金について 

   スポーツ施設の整備（改修含む）は、住民の身近なスポーツと健康づくり活動の場とな

ることから、他補助があっても対象事業とするなど制度の見直しを図ること。 

 

７．地域おこし協力隊の活動期間の延長について 

  地域おこし協力隊の目的を十分に達成するため、活動期間及び活動に要する経費にかかる

特別交付税措置の期間を延長すること。 

 

８．公共工事に係るダンピング防止対策の適正化について 

  総合評価落札方式によるダンピング防止対策について、低入札価格調査制度の適用が要請

されているが、あわせて最低制限価格の設定が行えるよう制度改正を行うこと。 

 

９．公営住宅及び改良住宅の管理について 

 (1) 公営住宅・改良住宅における用途変更について 

   人口減少の克服と地方創生を実現するため、国の総合戦略で掲げる「まち・ひと・しご

と創生」政策５原則の１つである「地域性」の政策原則に基づき、地域の実情や特色を踏

まえ、公営住宅・改良住宅の一部を地域の実態に合った定住を目的とした住宅等に用途を

変更できるよう公営住宅法第４４条第３項による用途廃止承認基準を緩和し、地方自治体

独自の住宅施策の支援を行うこと。 

 (2) 公営住宅・改良住宅への入居収入基準の緩和について 

   公営住宅・改良住宅における入居収入基準は、公営住宅法施行令第６条及び住宅地区改

良法施行令第１２条により収入基準の上限が全国一律に定められているが、人口増を推進
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する自治体において移住者等を受け入れたくても受け入れることができないなど苦慮し

ている。 

   ついては、地方創生の観点から、当該基準については地域の実情に応じて各自治体独自

で定められるよう見直しを行うこと。 
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循環型社会の構築について 
 

 

 循環型社会の構築を推進していくため、下記のとおり措置を講じるよう要望する。 

 

記 

 

１．３Ｒの推進について 

 (1) 再生品の利用促進を図るため、安定した流通システムの確立やグリーン購入法の運用強

化を図ること。 

 (2) 製造・流通段階で廃棄物の発生抑制、再利用が進むよう、環境税をはじめ経済的誘導策

等の実効ある仕組みを具体化すること。 

 (3) ホテル、学校等から大量に排出される生ごみが、利用価値の高いものとして、堆肥化・

飼料化だけでなく、より広範囲の製品において再利用されるように、国・県事業として、

技術開発支援及び情報の提供・共有化を実施すること。 

 

２．地方における環境・リサイクル産業振興の総合的な支援について 

 (1) 静脈物流システムの構築を図るため、リサイクルポートをはじめとする諸機能を拡充す

ること。 

 (2) リサイクル技術の研究開発を進めること。 

 (3) 必要に応じ、新たな法律の制定等を行うこと。 

 

３．容器包装リサイクル法について 

 (1) 容器包装廃棄物の発生抑制及び不法投棄防止対策の一環として、拡大生産者責任の観点

から、リターナブル容器の普及拡大を図るとともに、ワンウェイ容器の回収を製造・流通

事業者に義務付けるなど、市町村と事業者の費用負担及び役割分担の適正化について、引

き続き検討を行うこと。 

 (2) 容器包装以外のプラスチック製廃棄物についても、循環型社会構築の観点から、容器包

装と性質が同じものは併せてリサイクルが可能となるよう柔軟な制度へと見直しを行う

こと。 

 (3) ペットボトルの安易な海外流出を抑制し、国内資源として明確に位置づけ、安定的な国

内資源循環を確立、維持する制度を講じること。 

 

４．家電リサイクル法の見直しについて 

 (1) 不法投棄された機器は、メーカー等の負担により再商品化する制度へ改正すること。 
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また、家電メーカーが実施する「不法投棄未然防止事業協力」について、市町村が利用し

やすい制度となるよう助言等を行うこと。 

 (2) 特定家庭用機器廃棄物の引渡し場所について、市町村の要望に応じて設置数を充実させ

るよう製造業者等を指導すること。 

 (3) 消費者が負担する収集・再商品化費用は、排出時の徴収ではなく製品購入時に徴収する

制度へと改正すること。 
 

５．廃棄物処理施設の整備等について 

 (1) 廃棄物処理施設の整備については、臨時・巨額の財政負担となることから、平準的な財

政運営が可能となるよう、地方債と地方交付税措置の組み合わせにより万全な措置を講じ

ること。 

 (2) 一般廃棄物の広域処理を推進するための、焼却工場、選別施設、圧縮中継施設等の施設

整備（解体含む。）に対する循環型社会形成推進交付金制度を拡充するなどの、財政措置

を講じること。 

 (3) 廃棄物処理施設の解体撤去工事費について、解体対象施設の範囲を拡大するほか、解体

のみの場合や跡地が廃棄物処理施設以外に利用される場合等も循環型社会形成推進交付

金の交付対象とするなど、財政措置の拡充を図ること。 

 (4) 循環型社会形成推進交付金について、都市自治体に対し交付申請額が満額交付されるよ

う、所要額を確実に確保すること。 

   また、廃棄物処理施設の整備をはじめ基幹的改良や修繕等に係る支援措置を更に充実さ

せること。 

 (5) エネルギー回収型廃棄物処理施設整備において、ごみ焼却施設で発電した電力を電力会

社へ逆送電が円滑に行えるよう支援すること。 

 (6) 循環型社会形成推進交付金等の交付金制度について、電力会社の事情による送電制限を

受け、逆送電が不可となった場合でも交付要件の柔軟な運用を行うこと。 
 

７．警察組織と一体となった不法投棄対策の強化について 

 (1) 不法投棄に対しては、行政だけの啓発、指導等では不十分であり、「不法投棄は犯罪で

ある」との住民意識の向上を図る上でも、行政と警察組織の連携強化を図ること。 

 (2) 不法投棄に対する地域警察組織の強化を図ること。 

 

８．アルミ等資源物持ち去り防止対策について 

  アルミ等資源物持ち去り防止対策については、一市町村だけではその対応に限界があるこ

とから、国においては法整備を行うよう、県においては、警察組織との連携等の対策を講じ

ること。 


